
町長発！

　
盆
休
み
に
山
崎
史
郎
著
「
人
口
戦
略

法
案
」（
日
本
経
済
新
聞
出
版
）
を
読
み

ま
し
た
。
日
本
の
人
口
減
少
問
題
に
警

鐘
を
鳴
ら
し
、出
生
率
を
回
復
す
る
た
め

の
具
体
的
な
処
方
箋
を
提
案
す
る
大
作

で
す
。
紙
幅
の
都
合
で
、今
回
は
「
警
鐘
」

の
部
分
だ
け
を
ご
紹
介
し
、危
機
感
を
共

有
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　
日
本
は
２
０
０
８
年
か
ら
人
口
減
少

の
局
面
に
入
り
ま
し
た
。
今
後
本
格
的

な
減
少
期
を
迎
え
、
毎
年
60
万
人
か
ら

１
０
０
万
人
の
人
口
が
数
十
年
以
上
に

わ
た
り
減
っ
て
い
く
と
推
測
さ
れ
て
い

ま
す
。
出
生
数
の
減
少
が
そ
の
要
因
で

す
が
、
出
生
率
は
７
年
連
続
低
下
し
て

１
．26
と
過
去
最
低
、
反
転
の
兆
し
は
あ

り
ま
せ
ん
。
出
産
可
能
な
若
年
女
性
は

こ
れ
か
ら
さ
ら
に
減
少
す
る
上
に
、そ
の

３
分
の
１
が
出
産
・
子
育
て
環
境
の
悪
い

東
京
圏
に
住
ん
で
い
る
こ
と
も
問
題
を

深
刻
に
し
て
い
ま
す
。
こ
の
ま
ま
だ
と
、

２
１
１
０
年
に
は
人
口
は
５
３
０
０
万

人
に
な
る
と
推
計
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
約
１
０
０
年
前
の
１
９
１
５
年
と

同
じ
人
口
規
模
で
す
が
、当
時
は
高
齢
化

率
５
％
の
若
い
国
、一
方
、
将
来
の
日
本

は
高
齢
化
率
40
％
の
年
老
い
た
国
で
す
。

　
人
口
が
減
少
し
て
も
生
産
性
が
上
が

れ
ば
、一
人
当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
増
え
て
暮

ら
し
は
豊
か
に
な
る
と
い
う
意
見
も
あ

り
ま
す
。
し
か
し
、人
口
減
少
は
消
費
者

の
減
少
を
意
味
し
、
国
内
市
場
規
模
が

縮
小
し
、設
備
投
資
は
成
長
率
の
高
い
東

南
ア
ジ
ア
等
に
流
れ
、結
果
、国
内
で
の

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
減
り
、生
産
性
は
下

が
り
、日
本
経
済
は
負
の
ス
パ
イ
ラ
ル
に

陥
り
ま
す
。
そ
し
て
経
済
規
模
の
縮
小

は
サ
ー
ビ
ス
業
や
商
業
の
撤
退
に
つ
な

が
り
、日
本
国
中
が
縮
小
ス
パ
イ
ラ
ル
に

陥
り
、国
力
の
低
下
を
招
き
ま
す
。

　
人
口
減
少
に
歯
止
め
を
掛
け
る
に
は
、

積
極
的
な
移
住
政
策
を
と
ら
な
い
限
り
、

出
生
数
を
増
や
す
ほ
か
あ
り
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、日
本
は
長
期
間
に
わ
た
り
少
子

化
が
続
き
、
若
年
女
性
人
口
が
減
少
し

続
け
て
い
る
た
め
、人
口
が
下
げ
止
ま
っ

て
安
定
状
態
（
定
常
人
口
）に
達
す
る
に

は
、今
後
、高
い
出
生
率
が
長
期
間
に
わ

た
っ
て
維
持
さ
れ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
か
ら
行
う
少
子
化
対
策
の
成
果
が

表
れ
る
の
は
一
世
代
先
。
し
か
も
、出
生

率
回
復
が
５
年
遅
れ
る
ご
と
に
、定
常
人

口
は
３
５
０
万
人
程
度
ず
つ
低
下
す
る

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
ま
さ
に
、人
口
減
少
は
国
家
存
亡
の
危

機
で
あ
り
、少
子
化
対
策
は
待
っ
た
な
し

の
課
題
で
す
。
出
生
率
の
向
上
に
即
効

薬
は
な
く
、様
々
な
施
策
の
組
合
せ
と
効

果
的
な
手
順
で
展
開
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
が
、成
果
が
出
る
ま
で
長
期
間
に
わ

た
っ
て
辛
抱
強
く
取
り
組
ま
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
課
題
な
の
で
す
。

　
具
体
的
な
施
策
に
つ
い
て
は
、次
回
以

降
で
取
り
上
げ
る
予
定
で
す
。

　８月中旬から９月上旬にかけて、農地パトロールを行い
ました。これは、農地利用の点検、遊休農地の発生防止・
解消指導、違反転用の防止を目的に毎年実施しているもの
です。
　町内の全農地を対象に、現在、耕作されておらず、管理
が不十分な農地を遊休農地として判定しました。遊休農
地として判定された場合、農地の所有者の皆さまに、今後
の農地利用の意向調査を行いますので、通知が届きました
らご回答いただきますようお願いいたします。

９月６日（水）に農業委員会定例会を開催しました。

お問い合わせ
農業委員会事務局　
☎82-2236　IP ☎9-82-2238

報告事項
　・合意解約申出
審議事項
　・農地法第５条第１項の規定による許可申請　　　２件
　・非農地証明申請　　　　　　　　　　　　　　１件
　・農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想の一部改正について

未然に防ごう
遊休農地発生を　◉農業委員会からのお知らせ

令和５年度農地パトロール（利用状況調査）を実施しました！

▲農地パトロール出発式での集合写真
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